
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 千葉県 船橋市

経常収支比率の分析

人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
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3,082,684

人(H19.3.31現在)
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千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内最大値

類似団体内最小値

経常収支比率（合計）

H18 類似団体内順位

31/37

全国市町村平均

90.3

千葉県市町村平均

90.1

(%)

93.8

人件費

H18 類似団体内順位

37/37

全国市町村平均

28.2

千葉県市町村平均

32.3

(%)

35.6

物件費

H18 類似団体内順位

35/37

全国市町村平均

12.9

千葉県市町村平均

16.6

(%)

17.1

扶助費

H18 類似団体内順位

13/37

全国市町村平均

8.6

千葉県市町村平均

7.7

(%)

10.0

その他

H18 類似団体内順位

24/37

全国市町村平均

10.6

千葉県市町村平均

9.6

(%)

12.2

補助費等

H18 類似団体内順位

21/37

全国市町村平均

10.2

千葉県市町村平均

8.4

(%)

7.3

公債費

H18 類似団体内順位

3/37

全国市町村平均

19.8

千葉県市町村平均

15.5

(%)

11.6

公債費以外

H18 類似団体内順位

37/37

全国市町村平均

70.5

千葉県市町村平均

74.6

(%)

82.2

経常収支比率（合計）

人件費

物件費

扶助費

その他

補助費等

公債費

公債費以外

類似団体平均

船橋市

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。

分析欄
経常収支比率の分析： 　中核市平均に比べ６．４ポイント高い９３．８％となっている。また、１７年度に比べ０．３ポイント悪化して

                                        いる。 本市は、人件費にかかる経常収支比率が中核市で最も高い３５．６％となっている。　また、物件費
                                       についても、４．２ポイント中核市平均を上回っており、これらのことが経常収支比率を押し上げる原因とな
                                       っている。今後は、将来にわたり持続可能な健全財政を確立するため、人件費の削減、事務事業の見直し
                                       などにより、経常収支比率の引き下げに努める。

人件費及び人件費に準ずる費用の分析： 　人件費の構成比が他の中核市に比べ高い理由は、人的サービスを必要とされる

                                       民生費、消防費、教育費において、手厚い人員配置をしていることと、給与構造改革の実施が国に比べ１年
                                       遅れの１９年度導入だったこともあり、ラスパイレス指数が高い水準にあることが挙げられる。
                                       給与構造改革による給料表の切替えが国を上回って減額改定していることから、今後、ラスパイレス指数の
                                       低下が見込まれるとともに、財政健全化プランに基づいた委託化、非常勤化等の合理化、給与の適正化に
                                       努め、人件費の抑制に努めていきたい。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析： 　公営企業にかかる公債費の償還財源として繰り出される額（＝準元利償還金）は

                                       前年と比較すると減少しているものの、類似団体平均をわずかに上回る額となっている。しかしながら、普通
                                       会計における、公債費に充てられる一般財源等の額については、建設にかかる地方債の発行が抑えられて
                                       いることから、類似団体平均の半分以下になっている。 これにより、起債制限比率、実質公債比率とも類似
                                       団体平均を下回っている。

普通建設事業費の分析： 　平成１８年度の人口１人当りの普通建設事業決算額は、中核市平均４９，７３８円より２１，８９９円低

                                       い２７，８３９円である。　これは、本市の経常収支比率が高いため、投資的経費に振り向ける財源が少ない
                                       ことで単独事業が実施しづらいこと、また、補助事業についても中核市平均を９，０００円程度下回る額となっ
                                       ていることなどが原因と考えられる。
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